
事業主の皆様へ

時間外労働や休日労働をさせる場合、あらかじめ労使間で「時間外労働・休
日労働に関する協定（３６協定）」を締結し、所定の届出様式にて労働基準監
督署に届け出る必要があります。
届出様式の記載について、受付窓口で最近特に見受けられる不備をまとめま

したので、これを参考に、３６協定の適正な締結をお願いいたします。
３６協定を適正に締結しなかった場合、労働基準監督署で受理されなかった

り、協定自体が無効となる場合がありますので、ご注意ください。

ポイント１

ポイントの詳細は裏面へ⇒

（※）法定の割増賃金率（ここでは２５％）を超える率とするよう努めてください。

ポイント２

ポイント３



限度時間とは、厚生労働大臣から告示されている「法定の労働時間を超えて延長する
ことのできる時間数の限度」のことです。たとえば、一般の労働者の場合は“１箇月
あたり４５時間”などと細かく規定されています。この限度時間を超えて時間外労働
を行わせる場合、特別条項を設けておく必要があります。
特別条項付きの３６協定を締結する場合、限度時間を超える時間外労働に対する割

増賃金率を定めることが必要ですが、この割増賃金率の記載が漏れているケースが比
較的多く見受けられます。

ポイント１

ポイント２

労働基準監督署に提出する届出様式には、３６協定の一方の当事者である労働者代表
の職名と氏名を記載する欄があります。この記載漏れ等が見受けられますので、職名
（たとえば製造部品質係員、一般販売店員など）と氏名を忘れずに記載してください。
また、一般的には部長、工場長など、監督又は管理の地位にある者は労働者代表にな
ることはできませんので、ご注意ください。

３６協定は、労使の口約束だけでは、有効な協定とはなりません
（協定書を交わすことが必要）。しかし、労働基準監督署に提出す
る届出様式をもって、協定書に代えることができます。
この場合には、届出様式の使用者職氏名欄、労働者代表職氏名欄
のそれぞれに当事者本人による記名押印又は署名が必要です（人事
労務担当者が記名押印や署名したものでは不可）。
また、労働基準監督署提出用の届出様式以外に、職場の労働者に
周知するため、事業場保管用を用意する必要があります。

口約束の３６協定は有効か？

ポイント３

３６協定には、原則として、次の①から③までの全てを定めておく必要があります。

① １日あたりの延長時間
② １日を超え３箇月以内の任意の期間（一般的には１箇月）あたりの延長時間
③ １年あたりの延長時間

労働基準監督署に提出される届出には、①から③についての記載が漏れている、又
は記載されてはいても、限度時間を超えた延長時間が記載されているケースが見受け
られます。
延長時間は、労働基準監督署がチェックする際の最重要ポイントです。
３６協定の締結の際は、いま一度労使でご確認をお願いします。
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